
 

 

こまち訪問看護ステ－ション運営規程（指定訪問看護・指定介護予防訪問看護） 

 

（規程の目的） 

第１条 こまち訪問看護ステ－ション（以下「事業所」という。）が行う指定訪問看護及び指定介護予防訪問看護の事業

（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の看護職員、理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下「看護職員等」という。）が、主治の医師が必要を認めた方に対し、指定訪問看

護及び指定介護予防訪問看護（以下「訪問看護」という。）の適正な事業の提供を目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 １ 指定訪問看護事業の提供に当たって、事業所の看護職員等は、要介護者の心身の特性を踏まえて、全体的な 

日常生活動作の維持、回復を図るとともに、生活の質の確保を重視した在宅療養が継続できるよう支援する 

 

２ 指定介護予防訪問看護の提供に当たって、事業所の看護職員等は、要支援者が可能な限りその居宅において、自立した

日常生活を営むことができるよう、その療養生活を支援するとともに、利用者の心身の機能の維持回復を図り、もって 

利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものとする。 

 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して、定期的な巡回訪問や随時の通報を受けて指定訪問看護を提

供する。 

 

４ 事業の実施に当たっては、関係市町村、地域包括支援センター・保健所及び地域の保健・医療・福祉サービスとの綿密

な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

 

（訪問看護の基本取扱方針） 

第３条 １  訪問看護は、利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化の防止又は要介護状態となることの予防に資するよう、   

その目的を設定し、計画的に行われなければならない。 

                                      

２ 事業所は、自らその提供する訪問看護の質の評価を行い，常にその改善を図らなければならない。 

       

（訪問看護の具体的取扱方針） 

第４条 訪問看護の方針は、次に掲げるところによる。 

１ 訪問看護の提供に当たっては、主治医との蜜接な連携及び次条第１項に規定する「訪問看護計画書（介護予防訪問看護

計画書）に基づき利用者の心身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立に資するよう適切に実施する。 

 

２ 訪問看護の従事者は、訪問看護の提供に当たって、懇切丁寧に実施することを旨とし、利用者又は、その家族に対し、

療養上必要な事項について理解しやすいように指導又は説明を行う。 

 

３ 訪問看護の提供に当たっては、医学の進歩に対応し、適切な看護技術をもってこれを行う。 

 

４ 訪問看護の提供に当たっては、常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な把握に努め、利用者 

又はその家族に対し適切な指導を行う。 

 

５ 特殊な看護等については、これを行ってはならない。 

 

（訪問看護計画書の作成） 

第５条 １ 訪問看護の従事者（准看護師は除く）は、利用者又は家族の希望、主治医の指示及び心身の状況等を勘案し 

療養上の目標、当該目標を達成するための具体的なサ－ビスの内容等を記載した「訪問看護計画書（介護予防訪問看護 

計画書）」作成をしなければならない。 

 

２ 訪問看護の従事者は、居宅サ－ビス計画書の内容に沿って訪問看護計画書（介護予防訪問看護計画書）を作成しなけれ

ばならない。 

 

３ 訪問看護の従事者は，作成した訪問看護計画書（介護予防訪問看護計画書）の内容について、利用者又はその家族に説

明しなければならない。 

 

４ 訪問看護の従事者は、訪問日、提供した看護内容等を記載した訪問看護報告書（介護予防訪問看護報告書）を作成しな

ければならない。 

 

５ 事業所の管理者は、訪問看護計画書及び訪問看護報告書（介護予防訪問看護計画書及び介護予防訪問看護報告書）の作

成に関し必要な指導及び管理を行わなければならない。 

 

 



                         

 

（主治医との関係） 

第６条 １ 事業所の管理者は、主治医の指示に基づき適切な訪問看護が実施されるよう必要な管理をしなければならない。          

 

２ 事業所の管理者は、訪問看護の提供の開始に当たっては、主治医の指示を文書で受けなければならない。 

 

３ 事業所の管理者は、主治医に訪問看護計画書及び訪問看護報告書（介護予防訪問看護計画書及び介護予防訪問看護報告

書）を提出し、訪問看護の提供に当たって主治医と蜜接な連携を図らなければならない。 

 

（同居家族に対する訪問看護の禁止） 

第７条 事業所の管理者は、訪問看護従事者に、その同居の家族である利用者に対する訪問看護の提供をさせてはならない。                        

 

（緊急時等の対応） 

第８条 訪問看護従事者は、訪問看護の提供を行っているときに、利用者に病状の急変等が生じた場合には、必要に      

応じて臨時応急の手当を行うとともに、速やかに主治医へ連絡を行い指示を求める等の必要な措置を講じなければならない。 

 

（サ－ビス提供困難時の対応） 

第９条 事業所の管理者は、利用申込者の病状、当該事業所の通常の事業の実施地域等を勘案し、自ら適切な訪問看護を 

提供することが困難であると認めた場合には、適当な他の訪問看護事業者を紹介する等の必要な措置を速やかに講じなけれ

ばならない。 

 

（居宅介護支援事業者等との連携） 

第１０条 １ 事業所の管理者は、訪問看護を提供するに当たっては、居宅介護支援事業者その他保健医療サ－ビス 

又は福祉サ－ビスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

 

２ 事業所の管理者は、訪問看護の提供の終了に当たっては、利用者又はその家族に対し適切な指導を行うとともに、主治

医及び居宅介護支援事業者に対する情報の提供並びに保健医療サ－ビス又は福祉サ－ビスを提供する者との密接な連携に努

めなければならない。 

 

（記録の整備） 

第１２条 事業所の管理者は、訪問看護計画書及び訪問看護報告書（介護予防訪問看護計画書及び介護予防訪問看護報告

書）その他訪問看護に係る記録を整備し、完結の日から５年間保存しなければならない。 

 

（管理者等の責務） 

第１３条 １ 事業所の管理者は、事業所に勤務する看護師の中から選任した者に必要な管理の代行をさせることが 

できる。 

 

２ 事業所の管理者又は前項の管理を代行する者は、事業所の従事者に本規程を遵守させるために必要な指揮命令を行う 

ものとする。 

 

（事業所の名称等） 

第１５条 訪問看護を行う事業所の名称及び所在地は，次のとおりとする。 

名 称 こまち訪問看護ステ－ション  所在地 神奈川県厚木市小野７６３―１  

 

（従事者の員数及び職務内容） 

第１６条 事業所に勤務する職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 

１ 管理者 看護師1名(兼任)  ＊事業所の従事者の管理及び事業の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握 

その他の管理を一元的に行うとともに自らも事業の提供に当たる。 

 

２ 看護職員等  

看護師１名（常勤・兼任）＊管理者と兼務。事業所に対する申し込みに係る調整と事業の提供。訪問看護事業の実施。        

看護師５名（常勤・兼任) 

作業療法士３名（常勤・兼任）理学療法士２名（常勤・兼任） 

＊訪問看護計画・報告書（介護予防訪問看護計画書及び介護予防訪問看護報告書）を作成し、訪問看護事業の提供に当たる。         

３ 事務職員   ３名（兼任）  ＊必要な事務。 

 

（営業日及び営業時間） 

第１７条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

① 営業日 月曜日、火曜日、水曜日、木曜日、金曜日 

② 休業日 土曜日、日曜日、１２月３０日～１月３日 

③  営業時間 ８時４５分～１７時１５分まで 

 

 



 

（事業の実施地域） 

第１８条 事業の実施地域は、次のとおりとする。 

① 厚木市、伊勢原市、愛甲郡清川村、海老名市 

② 保険者が、前記以外でも第１号に規定する市町村に居住する方 

 

（利用料及び利用料の受領） 

第１９条 １事業を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、当該事業が法定受領サービ

スであるときには、介護報酬告示上の額に各利用者の介護保険負担割合証に記載された負担割合を乗じた額とする。 

 

２ 通常の事業の実施地域（第18条に規定する地域）を越えて行う訪問看護の提供に要した交通費は、その実施地域を越え

た地点から自宅までの交通費の実費を徴収する。なお、自動車を使用した場合の交通費は次の額とする。 

通常の業務の実施地域を越えた地点から片道１ｋｍにつき１５円 

 

３ 死後の処置料は、１５,０００円とする。 

 

４ その他の利用料金については、別表の利用料金一覧表による。 

 

（その他運営についての留意事項） 

第２０条 １ 事業所は社会的使命を十分認識し、看護職員等の質的向上を図るために研修の機会を設け、業務体制を整備

するものとする。 

 

２ 従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。退職後も同様とする。 

 

（事故発生時の対応） 

第２１条 １ 利用者に対する指定訪問看護等の提供により事故が発生した場合は、当該利用者の家族、利用者に係る居宅

介護支援事業所又は介護予防支援事業所及び市町村に連絡するとともに、必要な措置を講じなければならない。 

 

２ 前項の事故については、その状況及び事故に対する処置状況を記録しなければならない。 

 

３ 利用者に対する指定訪問看護等の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行うものとする。

ただし、自らの責めに帰すべき理由によらない場合はこの限りでない。 

 

（守秘義務及び秘密保持） 

第２２条 １ 業務上知り得た利用者及びその家族に関する秘密及び個人情報について、利用者または第三者の生命、身体

などに危険がある場合など正当な理由がある場合を除き、契約中及び契約終了後、第三者に漏らしてはならない。 

 

２ サービス担当者会議など一定の条件下で利用者及びその家族の個人情報等の秘密事項を使用する場合は、あらかじめ文

書により、同意を得ておかなければならない。 

 

（苦情処理等） 

第２３条 １ 提供した指定訪問看護等に対する利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するため、その窓口

を設置し、必要な措置を講じなければならない。 

  

２ 前項の苦情を受けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。 

 

３ 介護保険法の規定により市町村や国民健康保険団体連合会（以下市町村等）が行う調査に協力するとともに、市町村等

から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って適切な改善を行うものとする。 

 

４ 市町村等から改善報告の求めがあった場合は、改善内容を報告するものとする。 

 

（職員研修の機会） 

第２４条 １ 職員の資質向上を図るため、全ての職員に対し研修の機会を設けるものとする。研修の実施記録、受講記録

を残し回覧し、所内で研修成果を共有するものとする。 

 

 

（虐待防止に関する事項） 

第２５条 １ 利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を講ずる。 

① 虐待防止のための定期的な研修の実施 

② 利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

③ その他、虐待防止のために必要な措置として委員会の開催、担当者の設置 

 

 



                         

 

（衛生管理等） 

第２６条 １ 看護師等の清潔の保持及び健康状態の管理を行うとともに、事業所の設備及び備品等の衛生的な管理に努め

るものとする。 

 

２ 感染症の予防及びまん延防止に努め、BCP策定感染症委員会においてその対策を協議し、対応指針などを作成し掲示を

行う。また、研修会や訓練を実施し、感染対策の資質向上に努める。 

 

（事業継続計画） 

第２７条 １ 業務継続計画（BCP）の策定等にあたって、感染症や災害発生した場合でも利用者が継続して訪問看護の提

供を受けられるよう、BCP策定災害対策委員会を設置する。 

 

２ 委員会、業務継続計画を策定すると共に、その計画に従い必要な研修及び訓練を実施するものとする。 

 

 

附則 

この規程は、平成15年4月１日から施行する。 

２、第17条を改正し、平成21年3月１日から施行する。 

３、第16条、19条を改正し、平成22年6月１日から施行する。 

４、第1条、第15条、第16条、第17条を改正、キャンセル料金設定し平成24年3月1日より施行する。 

５、第17条を改正。祝日は営業日とし平成24年3月1日より施行する。 

６、第16条を改正し、平成24年5月1日より施行する。 

７、第16条、第19条を改正し、平成27年1月1日より施行する。 

８、第18条を改正し、平成27年3月20日より施行する。 

９、第16条を改正し、平成28年1月1日より施行する。 

10、第16条を改正し、平成28年5月9日より施行する。 

11、第16条を改正し、平成28年8月1日より施行する。 

12、第16条を改正し、平成28年10月1日より施行する。 

13、第16条を改正し、平成28年10月26日より施行する。 

14、第12条を改正し、平成28年11月1日より施行する。 

15、第16条を改正し、平成29年1月1日より施行する。 

16、第16条を改正し、平成29年4月1日より施行する。 

17、第16条を改正し、平成29年5月16日より施行する。 

18、第16条を改正し、平成29年6月1日より施行する。 

19、第16条を改正し、平成29年9月1日より施行する。 

20、第16条、第18条を改正（平塚市を訪問エリアから除外）し、平成30年5月1日より施行する。 

21、第1・2・4・5・6・19・20条を改正し平成30年9月より施行する。 

22、第16条を改正し令和1年10月より施行する。 

23、第16条を改正し令和2年3月1日より施行する。 

24、第16条を改正し令和2年4月15日より施行する。 

25、第16条を改正し令和3年12月1日より施行する。 

26、第6条-４（診療記録の使用が終了したため削除）、第11条（健康手帳廃止につき削除）、第14条（準用が終了したた

め削除）、第19条-５（第２号及び第３号、４号の適応時は重要事項説明書、契約書で説明済のため改めの署名は省略

し記録記載で対応のため削除）を改定し令和5年1月1日より施行する。 

27、第21・22・23・24・25・26条を策定し令和5年1月1日より施行する。 

28、第26条を改正、第27条を策定し令和6年4月1日より施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


